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安否確認
3％

その他
0％

2009年4月からの改正省エネ法施行に当たり、オフィス省エネの取り組み強
化がこれまで以上に求められています。オフィスの省エネ推進は社員の省エネ
意識をいかに高めて省エネ行動を促進するかが大きなポイントになります。
NECネッツエスアイではオフィス省エネソリューションの一環として、「オフィス

の省エネ見える化対策」を推進しています。オフィス内に設置したモニターディ
スプレイに、部門別のリアルタイムな電力消費量、CO2

かをつねに意識させ、省エネにつながるワークスタイルを全員に定着させるの
がねらいです。当社のオフィスで実践中ですのでぜひご見学ください。
当社の取り組みの詳細は下記ＵＲＬからご覧いただけます。
  ▶ http://www.nec.co.jp/environment/features/11/index.html

改正省エネ法施行！ EmpoweredOfficeが考える
「オフィス省エネソリューション」
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本誌に関するお問い合せは、下記のNECネッツエスアイへ

〒140-8620　東京都品川区東品川1-39-9　電話  東京（03）5463-1111（大代表）

※その他、本紙に掲載されているシステム名、製品名などは各社の登録商標です。
※本紙の記載事項は予告なく変更される場合がありますので、あらかじめご了承ください。

NECネッツエスアイでは、個人情報保護に取り組んでおり、
2005年9月に財団法人日本情報処理開発協会（JIPDEC）によって、

プライバシーマークの認定が承認されました。

営業統括本部　営業企画室　営業戦略企画部　電話　東京（03）5463-7573（ダイヤルイン）
http://www.nesic.co.jp

2009年2月25日、東京国際フォーラムにおいてNECネッツエスアイ 
Customer s Fair 2009を開催しました。
展示会では「オフィス改革」「コスト削減」「ITインフラ統合・集約」「サ
ポート・サービス」の４つのテーマを通じ、厳しい時代を乗り切り、真に
強い企業になるための仕組みづくりをご提案しました。
オフィス改革コーナーでは、NECネッツエスアイが本社にて実践中
のEmpoweredOffice空間を会場内に再現し、社員を活性化させる
オフィスづくりとその成果を体感していただきました。
この他にも会場では、サーバ仮想化などによるITインフラの最適化
や運用保守サービスの新ブランド「Activeprocare」、SaaS型の新
サービス「クラウドプラットフォームサービス」などをご紹介し、多数の
お客様に関心を持っていただきました。
また当日は、5つのカンファレンスと8つのテーマセッションも開催し、

総来場者数約750名と、盛況のうちに終了することができました。
ご来場いただいた皆様に心より御礼申し上げます。

日本周辺の海域には、8つの「海底地震観測システム」が設置され、
海溝型地震を迅速に感知し予測や防災対策に貢献しています。
ＮＥＣネッツエスアイはＮＥＣとの協力体制のもと、これらすべてのシス
テムの開発、地震計装置などの設計から設置工事まで一括して請け
負っています。
2008年7月に静岡県御前崎沖に設置した気象庁様向け「ケーブル
式常時海底観測システム」は、東海・東南海・南海地震などの大規模
地震の監視を強化するものとして注目されています。

この印刷物は地球環境を考え、古紙を配合した  
再生紙及び大豆油インクを使用しています。
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電力消費が大きくなり『要注意』のゾーンになると、極地の氷がどんどん溶け出して、
動物たちの住む場所が少なくなり、みんな困ってしまいます。こんな画面は見たくない。

業務フロア内の見えや
すい場所に設置された
モニターでネットワーク
機器や照明などオフィス
内で消費される電力消
費量とCO2排出量を見
える化。

海底ケーブル陸揚げ工事
2008年7月御前崎（提供：気象庁様）

海底地震計
（提供：海洋研究開発機構様）

EmpoweredOffice空間を
会場内に再現

日経BP社「日経ベンチャー」 
経営者クラブ事務局 企画編集部長
宮嵜清志氏と山本社長の対談

～ 滴一るえ変を社会 ！ TXEN eht dniF を～
NECネッツエスアイ Customer s Fair 2009 開催！

地震の早期"検知"が可能な「海底地震観測システム」を構築

オフィスセキュリティシステムの
主な導入目的

1位は「防犯・警備」41％、
2位は「入退室管理・勤怠管理」40％とほぼ同数。

導入理由としては「社会的責任として積極的に導入した」が
71％と圧倒的多数を占め、

社会的責任を強く意識していることがうかがえます。2009.04
4

「オフィスセキュリティ」のユーザーニーズに関する調査結果2008  （株）矢野経済研究所 （2008年7月1日発表）
官公庁、学校、病院、企業の合計4分野の有力企業・団体・組織に対し、2008年3月～6月に調査を行い、合計で301件の有効回答を
得た。  ●調査対象：オフィスセキュリティシステムの導入企業および潜在ユーザー企業 ●調査方法：矢野経済研究所専門研究員に
よる電話によるヒアリング調査、および補完的に直接面接取材を併用。

マーケティング本部　TEL（ 03）6699-7021／FAX（ 03）6699-7419
E-mail: info-mkt@nesic.com　http://www.nesic.co.jp/

〒112-8560　東京都文京区後楽2-6-1 飯田橋ファーストタワー　電話　東京（03）6699-7000（大代表）


